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日本高圧力技術協会規格 

高圧容器規格 

Rules for Construction of High Pressure Vessels 

 

序文 

近年， 超高圧容器が冷間等方加圧(CIP)/熱間等方加圧(HIP)加工，石油化学， 産業廃棄物処理

などの工業分野で数多く建設，運転されている。このような容器は，設計条件が超高圧，高温，

繰返し運転など厳しい環境にあり，従来の ASME Boiler & Pressure Vessel Code Section VIII 

Division 2(以下 ASME Sec.VIII Div.2 と呼ぶ)より合理的な設計，製作，品質保証が可能な新し

い超高圧容器を対象とした規格の必要性が叫ばれてきた。このような産業界の要求に応えて，

1997 年 5 月に ASME Boiler & Pressure Vessel Code Section VIII Division 3(以下 ASME Sec.VIII 

Div.3 と呼ぶ)が発行された。日本においても，日本高圧力技術協会 圧力容器規格委員会 高圧容

器規格分科会を 1997 年 10 月より立ち上げ，ASME Sec.VIII Div.3 のバックグラウンドの調査等

を行いながら 2005 年に同様の規格を発行した。これまでに ASME Sec.VIII Div.3 の改正を担当

している Sub Group on High Pressure Vessel Committee の Member に ASME より任命され，当

分科会からもいくつかの改正提案を行い，ASME Sec.VIII Div.3 Addenda として正式に発行され

ている。この規格は 2005 年に初版を発行したが，その後 ASME Sec.VIII Div.3 も ASME Sec.VIII 

Div.2 2007 年版の大幅改正の内容を取り入れ大幅改正されてきており，その内容も含めて 2013

年版を発行した。 

この規格は ASME Sec.VIII Div.3 2010 年版をベースとしているが，大きく異なっているのは次

の 2 点である。 

(1) 本体 6.3 の疲労評価については分科会で検討した結果，ASME Sec.VIII Div.3 より高圧ガス

保安協会の KHKS 0220(2004) 超高圧ガス設備に関する基準の評価手法を一部見直し，採用し

ている。 

(2) 適用材料については ASME Sec.VIII Div.3 で認められている材料に加えて，JIS 材料や ASME 

Sec.VIII Div.2 で認められている材料も適用可能とした。 

ASME Sec.VIII Div.3 2010 年版で改正が必要な誤植や改正漏れは先取りして修正した。特に，

当分科会から提案した設計圧力計算式(Nadai 式から流動応力式)と安全係数の変更は ASME Sec. 

VIII Div.3 2010 年版でも既に承認されているが，それ以降 ASME で承認済みの関連する追加改正

分も今回の改正に含めた。 

この規格は円筒状圧力容器胴体部の肉厚と構造を決定する方法を示した HPIS C-103-1989 超高

圧容器の設計指針(この HPIS は 2009 年に廃番となった)とは異なり ASME Sec.VIII Div.3 をベー

スとした高圧容器の設計，製作，試験，検査を規定したものである。胴部の肉厚計算式も HPIS 

C-103-1989 は Faupel の破壊圧力に対して安全係数 2.5 であるが，この規格では流動応力の破裂

圧力に対して安全係数 1.732 の違いがあり，全ての材料に対してこの規格の方が肉厚は薄くなる。 
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高圧容器規格解説 

 

この解説は，本体及び附属書に規定した事項，及びこれらに関連した事項を説明するもので，

規格の一部ではない。 

 

1 制定，改正の趣旨 

1.1 制定の趣旨 

近年, 超高圧容器が冷間等方加圧(CIP)/熱間等方加圧(HIP)加工，石油化学, 産業廃棄物処理な

どの工業分野で数多く建設，運転されている。このような容器は，設計条件が超高圧，高温，繰

返し運転など厳しい環境にあり，従来の ASME Boiler & Pressure Vessel Code Section VIII 

Division 2(以下，ASME Sec.VIII Div.2 と呼ぶ)より合理的な設計，製作，品質保証が可能な新

しい超高圧容器を対象とした規格の必要性が叫ばれてきた。このような産業界の要求に応えて， 

1997 年 5 月に ASME Boiler & Pressure Vessel Code Section VIII Division 3(以下，ASME Sec.VIII 

Div.3と呼ぶ)が発行された。日本においても，圧力容器規格委員会 高圧容器規格分科会を 1997

年 10 月より立ち上げ，ASME Sec.VIII Div.3 のバックグラウンドの調査等を行いながら，2005

年に同様の規格を発行した。この規格は ASME Sec.VIII Div.3をベースとしているが，大きく異

なっているのは次の点である。 

(1) 本体 6.3の疲労評価については分科会で検討した結果，ASME Sec.VIII Div.3の評価手法で

はなく，高圧ガス保安協会の KHKS 0220(2004) 超高圧ガス設備に関する基準の評価手法を

採用した。 

(2) 適用材料については，ASME Sec.VIII Div.3 で認められている材料に加えて,  JIS 材料や

ASME Sec.VIII Div.2で認められている材料も適用可能とした。 

1.2 改正の趣旨 

これまでに ASME Sec.VIII Div.3の改正を担当している Sub Group on High Pressure Vessel 

Committee の Member に寺田主査が ASMEより任命され，高圧容器規格分科会からもいくつかの

改正提案を行い，ASME Sec.VIII Div.3 Addendaとして正式に発行されている。この規格は 2005

年に初版を発行したが，その後 ASME Sec.VIII Div.3 も ASME Sec.VIII Div.2 2007 年版の大幅

改正の内容を取り入れ大幅改正されてきており，その内容も含めて 2013 年版を発行した。 

この規格は ASME Sec.VIII Div.3 2010 年版をベースとしているが，次の項目については高圧容

器規格分科会で検討したものを採用した。 

(1) 本体 6.2の内圧力による胴の設計圧力計算式(Nadaiの式から流動応力式)と安全係数の変更

は日本から提案し，ASME Sec.VIII Div.3 でも既に承認され，ASME Sec.VIII Div.3 2009 

Addenda として発行されているので，2010 年版以降の関連する追加改正分も今回の改正に

含めた。 

(2) 本体 6.3の疲労評価については分科会で検討した結果，ASME Sec.VIII Div.3より，高圧ガ

ス保安協会の KHKS 0220(2004) 超高圧ガス設備に関する基準の評価手法を一部見直し採用

している。 


